
再犯防止の現状について
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法務省九州矯正管区更生支援企画課



➤ 本日お話しすること

「再犯防止」を取り巻く状況１

矯正施設での取組紹介２

その他、地域等と連携した取組３



➤ 「再犯防止」を取り巻く状況
なぜ「再犯防止」が必要なのか？



再犯者 初犯者 再犯者 初犯者

犯罪者数 事件数

約３割の再犯者によって約６割の犯罪が行われている(Ｈ19犯罪白書）

29％
58％

71％
42％

➤ 「再犯防止」を取り巻く状況

（万人） 再犯者率
再犯者率
4６.２%

刑法犯検挙人員中の再犯者人員・再犯者率の推移

再犯者
88,697人

初犯者
103,826人

出典：令和７年版犯罪白書
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再犯者率(※）は高止まり傾向 ※検挙人員に占める再犯者の割合

市民が安全・安心に暮らせる地域社会を構築する上で，
犯罪や非行をした人の再犯を防止する必要



令和６年の刑法犯認知件数は

約7３万８千件
平成１４年から令和３年まで連続して減少
令和４年からは３年連続して増加

刑法犯検挙人員の

約半数が再犯者

刑法犯検挙人員に占める再犯者率刑法犯認知件数

 ➤ 再犯者率が高い現状

46 . 2％



➤ 刑法犯検挙人員中の高齢者率の推移



➤ 犯罪・非行に陥る背景～「生きづらさ」という問題～

犯罪や非行をした人の中には、様々な「生きづらさ」を抱え、立ち直ることが難しくなっている人がいます。

約６割が高卒未満１割以上が高齢者

１割以上が
精神障害あり

新受刑者の教育程度
（不詳を除く）

高卒未満
56.7%

高卒以上
43.3%

新受刑者の精神診断
（不詳を除く）

精神障害あり
16.9%

精神障害なし
83.1%

新受刑者の年齢

65歳以上
14%

64歳以下
86%

新受刑者の犯罪時居住状況
（不詳及び来日外国人を除く）

住居不定
17.7% 定住

82.3%

新受刑者の犯罪時就労状況
（不詳を除く）

無職
70.2%

有職
29.8%

仕事や住居がない

約７割が犯罪時無職

約２割が
犯罪時住居不定

高齢である・
障害がある

教育程度が
比較的低い

（令和５年矯正統計年報）
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➤ 刑務所出所時に帰住先がない者の数及びその割合等について

刑務所出所時に
帰住先がない者の数及びその割合

令和６年の出所時に帰住先がない者の割合は

出所受刑者の
２年以内再入者数及び再入率

その中でも満期釈放者については

３９．７％が帰住先がない。

 （2179人/ 5480人）

１４．５％
令和５年次 満期釈放者 のうち

２年以内再入率は

２０．８％
令和５年次 仮釈放者 のうち

２年以内再入率は

９．６％



再犯防止推進法制定以降の国の取組

平成28年「再犯の防止等の推進に関する法律」施行

平成29年「第一次再犯防止推進計画」閣議決定（平成３０年度～令和４年度）

①就労・住居の確保

②保健医療・福祉サービスの利用の促進

③学校等と連携した修学支援

④犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施

⑤民間協力者の活動の促進

⑥地域による包摂の推進

⑦再犯防止に向けた基盤の整備

７つの重点課題のもと、９６

の具体的施策に取り組み、

安全で安心して暮らせる社会

の実現を目指す。
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令和５年「第二次再犯防止推進計画」閣議決定（令和５年度～令和９年度）

７つの重点課題

住宅セーフティネット制度においては、矯正施設退所者も住宅確保要配慮者



➤ 矯正施設での取組紹介
矯正施設の処遇等



拘禁刑創設の趣旨

懲役と禁錮を廃止し、新たな刑として拘禁刑を創設（令和７年６月１日施行）

刑法等の一部を改正する法律（令和４年６月１３日成立）により、明治４０年の刑法制定以来、初めて刑罰の種類を変更

改正前（令和７年５月３１日まで） 改正後（令和７年６月１日から）

○刑法
（懲役）
第１２条 （略）
２ 懲役は、刑事施設に拘置して所定の作業を
行わせる。

（禁錮）
第１３条 （略）
２ 禁錮は、刑事施設に拘置する。

○刑法
（拘禁刑）
第１２条 （略）
２ 拘禁刑は、刑事施設に拘置する。
３ 拘禁刑に処せられた者には、改善更生を図るため、
必要な作業を行わせ、又は必要な指導を行うことが
できる。

第１３条 削除

懲 役

作業が刑の本質的要素であるため、どの受刑者も一定の
時間を割かなければならない。

【課題】
改善更生や社会復帰のために必要な指導等を行う時間を
確保することが困難な場合あり。

禁 錮

作業を行う刑法上の義務なし。本人の申出に基づき行う。

【課題】
改善更生や円滑な社会復帰に有用な作業であっても、
本人が希望しない限り実施させることができない。

拘 禁 刑

受刑者の必要性に応じた作業の実施
作業の実施が前提ではなくなり、改善更生等の必要性

 に応じて実施を検討することが可能に。

作業と指導を柔軟かつ適切に組み合わせた処遇
作業や指導等の実施時期や割合、組合せ等を重視し、

 個々の特性に応じたきめ細かな矯正処遇等を展開。

作業を含む受刑生活への動機付けの強化

  一方的に矯正処遇等を課すのではなく、受刑者自身に
 その重要性を十分に理解させ、効果的に改善更生等を図る。

個々の受刑者の特性に応じて、改善更生・再犯防止のために
必要な作業を行わせ、又は必要な指導を行うことが可能に。

Point



拘禁刑下の処遇

処遇調査の充実

矯正処遇課程（２４課程）の新設

矯正処遇の充実 社会復帰支援の充実

入所から出所まで、個々の受刑者の特性をきめ細かに把握しつつ、特性に応じた働き掛けを展開

入所

出所

○特性に応じた処遇を効果的・効率的に実施するため、基本的な処遇類型（矯正処遇課程）を新設

○心理専門官を中心に、福祉専門官などを含めた多職種の職員が関与し、複層的な視点で調査

→ 特性を理解した上で、必要な者に必要な処遇を実施

作業

改善指導 教科指導

内容や方法の充実を図り、
受刑者の特性に応じて

必要なものを組み合わせて実施

就労支援 福祉的支援

入所後の早い段階から支援ニーズを把握し、
住居・就業先・福祉サービスの確保など
釈放後の社会生活を見据えた支援を実施

受刑者自身が処遇の必要性を理解し、
自主的・意欲的に取り組めるよう

動機付けのための働き掛けを強化

→ 特性を把握するためのアセスメント機能を強化

○アセスメントツールを改訂 ○少年鑑別所の鑑別機能も活用

○各刑事施設において、矯正処遇課程ごとに処遇内容や配慮すべき事項を規定して処遇



➤ 高齢・障害を有する受刑者の処遇

職員体制の充実等

○ 福祉職（社会福祉士、精神保健福祉士等の   

有資格者）を配置

～平成21年度から、全国的に配置（非常勤）

～平成26年度からは、一部の施設に常勤職員

を配置（福祉専門官）



➤ その他、地域等と連携した取組



➤ 自治体と矯正施設が連携した取組



・発足
令和元年４月１日

・活動内容（主な所掌業務）
①地方再犯防止推進計画に関する事項
②地域再犯防止推進モデル事業に関する事項
③矯正施設所在自治体会議（地域部会含む）に関
する事項
④その他地方公共団体との連携に関する事項
⑤民間団体との連携に関する事項
⑥再犯防止に係る広報・啓発活動に関する事項

➤ 九州矯正管区更生支援企画課



➤ 更生支援企画課の業務紹介

「きょうせいだより」の発行



➤ 更生支援企画課の業務紹介

【地域連携セミナー】
☞ 九州矯正管区   １３７名

【ワークショップ型施設参観】
☞ ６月 長崎刑務所   ５６名
☞  ７月 福岡少年院 ９６名



御清聴ありがとうございました。
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